


































































電波模擬システム（電波エミュレータ）の実現に向けた研究開発 【 3】資料

○ 新たな無線システムの導入に当たっては、実機の試作や既存無線システムとの調整などに時間・費用を要することに加
えて、実試験による共用検討では特定の環境における評価しか行えず、実環境で想定されるような大規模検証の実施は
困難。

○ 今後、Beyond 5Gや自動走行、ドローン自律飛行等の利用が想定される中、このような課題に対応するため、無線シス
テムの周波数帯・通信方式等を大規模かつ高精度で模擬可能な電波模擬システム（電波エミュレータ）の実現に向けた
研究開発を行う。

○ 当該電波模擬システムの利用を通じて、新たな無線システムの研究開発にかかる費用や期間の圧縮、制度化に必要
な検討作業の効率化及び周波数利用効率の向上を目指す。

実試験より迅速に既存無線システムとの共用検討や大規模検証を実現

任意の環境（地形・建築物等）を仮想空間上で模擬

多様な無線システムの電波
発射等を模擬可能

・小規模な実証しかできない
・単純な環境のみに限られる
・検証・評価に時間がかかる

シミュレーション

・特定の環境のみで実施（場所依存）
・実施コストが高く、時間を要する

電波暗室

電波模擬システム

電波模擬システムによる共用検討従来の共用検討

フィールド試験
・減衰・反射・回折などの電波伝搬を高精度に模擬
・既存無線システムとの干渉影響をリアルタイムに
評価・判定

電波模擬技術

空間モデル化

電波伝搬・干渉モデル化

電波伝搬検証基盤技術

仮想空間上で無線機を任意
（場所・数）に配置し、検証

課題ア

課題ア
課題イ

課題ウ



相互接続・相互運用テストベッド等の整備・運用 【 4】資料

○ オープンな基地局を導入するに当たり、各ベンダーの基地局装置（RU、DU、CU）の相互接続性を検証する環境（テスト
ベッド）を構築し、技術試験を実施。

○ また、構築する評価環境の有効活用を図るとともに、我が国におけるO-RANエコシステムの促進を図る観点から、 O-
RAN準拠機器の相互接続性検証を提供する拠点OTIC※の具体化を検討中。

※OTIC: Open Test & Integration Centre

【オープンな基地局のテストベッドの構築】

【日本OTICの具体化に向けた調査・検討】
①O-RANアライアンスの検討状況

OTICに関する要件、認証試験等の最新動向等を把握し、申請に必要な項目を把握
②海外OTICの検討状況
欧州、米国等の海外OTICの運営主体、ビジネスモデル等を調査

③他領域の認証機関等のビジネスモデル
他領域の認証・試験機関（Wi-Fi alliance等）の運営方法、資金スキーム等を調査

日本OTICの具体化
に向けた検討

評価対象
(RU)

●ユーザ端末シミュレーター ●フロントホールキャプチャ

●コアネットワーク
シミュレーター

●バックホールキャプチャ

評価対象
(DU/CU)

制御／データ取得

相互接続性を評価
各ベンダ機材を持ち込んで検証



「Beyond 5G新経営戦略センター」の概要 【 5】資料

○ Beyond 5Gに係る知財の取得や国際標準化を戦略的に推進するため、産学官のプレイヤーが結集した「Beyond 5G
新経営戦略センター」を2020年12月に設立。

 B5G推進コンソーシアムや内閣府知的財産戦略推進事務局、経済産業省、
特許庁などの関係府省庁、一般社団法人情報通信技術委員会、一般社団
法人電波産業会等の標準化団体、弁理士会等と連携し、右記の取組を主導

共同センター長
• 森川博之 東京大学大学院工学系研究科 教授
• 柳川範之 東京大学大学院経済学研究科 教授

センター長

事務局
（NICT）

副センター長

運営委員会

副センター長
• 原田博司 京都大学大学院情報学研究科 教授

＜主な取組＞
１．意識改革を目的とする情報発信の強化

＜体制＞

２．知財・標準化をリードする人材育成

３．知財・標準化を含めた経営戦略策定・支援のための基盤情報整備

４．新たな技術の掘り起こしのための中小企業支援

 Beyond 5G時代に向けた新ビジネス戦略セミナーの開催
 標準化や標準化人材の重要性を啓発するガイドブックの作成

 企業の若手幹部候補生を対象とする研修の実施
（Beyond 5G新経営戦略センター リーダーズフォーラム）

 デジタル分野の高等教育機関を対象とする人材育成支援
（Web×IoTメイカーズチャレンジプラス）

 中小企業等の知財・標準化活動を推進するため、公募を通じて、
事業化戦略等の策定や概念実証などを支援

Beyond 5G新経営戦略センター ※2022年２月末時点で約150者が参加登録
（主要通信事業者、ICTベンダーのほか、ユーザー企業、法律事務所、大学、自治体等が参加）

運営委員（五十音順）
（企業）
NTTドコモ、KDDI、情報通信技術委員会、ソニーグループ、
ソフトバンク、電波産業会、日本電気、日本電信電話、
日立製作所、富士通、三菱電機 、楽天モバイル
（有識者）
鮫島正洋 弁護士法人内田・鮫島法律事務所 パートナー

弁護士・弁理士
玉井克哉 東京大学先端科学技術センター 教授

 IPランドスケープの作成
（国・地域別、企業別の知財取得動向の分析）

 Beyond 5Gにかかる研究者データベース構築
（産学連携の促進等のため、研究者を研究領域ごとに整理）



高度無線環境整備推進事業 【 6】資料

○ ５Ｇ・IoT等の高度無線環境の実現に向けて、条件不利地域において、地方公共団体、電気通信事業者等による、高
速・大容量無線通信の前提となる伝送路設備等の整備を支援。具体的には、無線局エントランスまでの光ファイバを整
備する場合に、その整備費の一部を補助する。

○ また、地方公共団体が行う離島地域の光ファイバ等の維持管理に要する経費に関して、その一部を補助する。

スマートホーム

ア 事業主体： 直接補助事業者：自治体、第３セクター、一般社団法人等、間接補助事業者：民間事業者

イ 対象地域： 地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯）

ウ 補助対象： 伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む。）等

エ 負担割合：

イメージ図 教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキング
スペース

無線局
エントランス

（クロージャ等）

高速・大容量無線通信の前提となる伝送路

令和４年度予算案 ：36.8 億円
令和３年度補正予算額：17.8 億円

令和３年度予算額：36.8億円

（自治体が整備する場合）

国
２／３

自治体
１／３

国（※）

１／２
自治体（※）

１／２

【離島】

【その他の条件不利地域】

（第３セクター・民間事業者が整備する場合）

国
１／２

３セク・民間
１／２

国
１／３

【離島】

【その他の条件不利地域】

３セク・民間
２／３

（※）財政力指数０．５以上の自治体は
国庫補助率１／３

※離島地域の光ファイバ等の維持管理補助は、収支赤字の1/2

通信ビル

※新規整備に加え、 令和２年度からは、電気通信事業者が公設設備の譲渡を受け、(５Ｇ対応等の)高度化を伴う更新を行う場合も補助

（公設のままの高度化や高度化しない更新は対象外。） 。

※令和３年度補正予算では補助要件の拡大や補助率のかさ上げなどの措置あり。

地域の拠点的地点



５Ｇ導入促進税制の見直し・延長 【 7】資料

○ ５Ｇは、人手不足をはじめとする地域の社会課題の解決に資する重要インフラ。自動走行・自動配送、救急搬送の高度
化、防災・減災、農業や工場等のスマート化など、その用途は多岐にわたる。

○ 「デジタル田園都市国家構想」の実現に向け、地方での基地局整備促進に向けた見直しを行った上で適用期限を延長。

改正概要

対象事業者 税額控除 特別償却

全国キャリア

条件不利地域
令和４年度：１５％
令和５年度：９％
令和６年度：３％

３０％

その他地域
令和４年度：９％
令和５年度：５％
令和６年度：３％

ローカル５G
免許人

令和４年度：１５％
令和５年度：９％
令和６年度：３％

３０％

控除額は当期法人税額の２０％を上限。

＜課税の特例の内容＞

〇全国５Ｇ※１、２ 〇ローカル５Ｇ※３
■基地局の無線設備 ■基地局の無線設備

（屋外に設置する親局・子局） ■交換設備
（注）開設計画前倒し要件は廃止 ■伝送路設備（光ファイバを用いたもの）

■通信モジュール

＜対象設備＞

※１ マルチベンダー化・SA（スタンドアロン）化したものに限る。
※２ その他地域については、多素子アンテナ又はミリ波対応のものに限る（令和５年度末まで）。
※３ 先進的なデジタル化の取組に利用されるものに限る。

法人税・所得税 【適用期限：令和６年度末まで】

特定高度情報通信技術活用システム導入計画（主務大臣の認定）

全国キャリア・ローカル５Ｇ免許人が提出する
以下の基準を満たす計画を認定

<認定の基準>
①安全性・信頼性、②供給安定性、③オープン性

全国キャリア・ローカル５Ｇ免許人

提出

設備導入

計画認定に基づく設備等の導入

対象設備の投資について、
課税の特例(税額控除等)

ほかに、ローカル５Ｇ免許人については、固定資産税の課税標準を
３年間1/2とする特例措置あり。 【適用期限：令和５年度末まで】



サイバーセキュリティ統合知的・人材育成基盤の構築 【 8】資料

○ サイバーセキュリティ情報を国内で収集・蓄積・分析・提供するとともに、社会全体でサイバーセキュリティ人材を育成す
るための共通基盤をNICTに構築し、産学の結節点として開放することで、我が国全体のサイバーセキュリティ対応能力の
向上を図る。

次のとおり活用可能な基盤を
NICTに構築。
国産セキュリティ情報の
収集・蓄積・分析・提供

幅広くサイバーセキュリティ情報を
収集・蓄積し、AIを駆使して
横断的に分析することで、高信頼で
即時的なセキュリティ情報を生成し、
政府・セキュリティ機関等に提供。

セキュリティ機器テスト環境
国産のセキュリティ機器・サービスの
開発を推進するため、最新の
サイバー攻撃情報を活用し、
その対応状況をセキュリティ事業者が
テストできる環境を提供。

高度解析人材の育成
収集したセキュリティ情報を活用し
高度なサイバー攻撃を迅速に検知
・分析できる卓越した人材を育成。

人材育成のための基盤提供
NICTが有する人材育成に関する
環境・知見を民間・教育機関等に
開放し、自立的な人材育成を推進。



安全な無線通信サービスのための新世代暗号技術に関する研究開発 【 9】資料

耐量子計算機暗号への機能付加技術等

５Ｇ等の高度化において、大規模量子コンピュータ等に解読されないよう、①ＬＴＥと同等の安全性を確保しつつ、超高速・大容
量に対応した共通鍵暗号方式、②５Ｇ等の特性を損なわないよう、５Ｇ等のユースケースに応じた耐量子計算機暗号（PQC）へ
の機能付加技術等を確立することで、無線通信リソースの効率的な利用環境を提供することにより、無線リソースのひっ迫を抑
止し電波の有効利用を図る。

目標

対象周波数帯
５Ｇ等のバンド：3.6GHz～4.6GHz、
27.0GHz～29.5GHz、100GHz越の高い周波数帯

超高速・大容量に対応する共通鍵暗号方式及び
PQCへの機能付加技術等を令和６年までに開発する
とともに、ISOや3GPP等の標準化団体に提案し、 標
準化策定に寄与することを目指す。

実施期間 令和３年度～令和６年度 （４か年）

【背景・課題】
・大規模量子コンピュータ等が実用化されると、共通鍵暗号方式において
は、ＬＴＥと同等の安全性を確保するためには鍵長を増加する必要があ
るが、スマートフォン等の限られた情報処理能力の中で５Ｇ等が求める
高速・大容量に対応した暗号方式の設計が課題である。

・また、公開鍵暗号方式においては、高速な解読が可能となるため、PQC
への移行が必要である。今後、複数の暗号方式が採用される予定であ
るが、５Ｇ等のユースケースに応じて最適化し、スマートフォン等の計算
資源や通信量を抑えるようにPQCへの機能付加等が必要である。

【実施内容】
大規模量子コンピュータ等に解読されないよう、①ＬＴＥと同等の安全性を
確保するために鍵長を倍にしつつ、超高速・大容量に対応できる共通鍵
暗号方式、②５Ｇ等のユースケースに応じ、通信データ量を抑え、PQCへ
の機能付加技術等を確立し、無線通信の効率的な利用環境を提供するこ
とにより、電波の有効利用を図る。

共通鍵暗号方式の設計

認証・暗号化

【端末側】
高速な処理、実装が容易、
暗号処理時間50％削減

【基地局側】
高速な処理、

暗号処理時間50％削減

量子コンピュータに解読さ
れない暗号方式の確立

端末
基地局

通信量を抑え、５Ｇ等の特性
を活かす暗号方式の無線通

信サービスの実現

5G等通信

安全な無線通信を実現し、５Ｇ
等が求める超高速・大容量に
対応する暗号方式の導入



CRYPTRECの今後のスケジュール 【 10】資料

○ 2023年を目途としたCRYPTREC暗号リストの改定検討を行っているほか、耐量子計算機暗号(PQC)・高機能暗号・軽
量暗号に関するガイドラインの策定や、暗号鍵の鍵長設定に関する文書等の検討を行っている。

CRYPTREC暗号リストの改定検討／委員会・タスクフォース活動の統括

耐量子計算機暗号(PQC)ガイドライン策定

暗号リストの
大規模改定

Round2
(2019.1) Round2候補発表 (2022?) Draft Standards？

PQCの研究・
技術動向調査

PQC
タスクフォース

暗号技術
評価委員会

量子コンピュータによる
現行の共通鍵暗号への
安全性に関する調査

CRYPTREC暗号リストの改定方針検討

(2019.3)
2018年度検討会

★
暗号技術
検討会

暗号技術
活用委員会

量子コンピュータの進展等の動向確認

NIST
PQC標準化 (2020.7) Round3候補発表

Round3 Round4?

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

現代暗号の安全性評価等
軽量暗号ガイドライン策定

PQC技術動向調査
高機能暗号ガイドライン策定

暗号鍵管理プロファイルの作成ガイダンス策定
鍵長設定に関する文書の検討

暗号リスト改定に向けた利用実績調査の実施

暗号鍵管理ガイドライン策定

TLS暗号設定
ガイドライン策定

2019年度
から検討開始

(2020.6)
2019年度検討会

★ (2021.3)
2020年度検討会

★ (2022.3予定)
2021年度検討会

★ (2023.3予定)
2022年度検討会

★

Cryptography Research and Evaluation Committees 



課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けた開発実証 【 11】資料

○ 地域の企業等をはじめとする多様な主体が個別のニーズに応じて独自の５Ｇシステムを柔軟に構築できる「ローカル５
Ｇ」について、様々な課題解決や新たな価値の創造等の実現に向け、現実の利活用場面を想定した開発実証を行うとと
もに、ローカル５Ｇの柔軟な運用を可能とする制度整備や、汎用的かつ容易に利用できる仕組みを構築。

令和元年度補正 6.4億円（一般）
令和２年度当初 37.4億円（利用料36.2億円、一般1.2億円）
令和３年度当初 60.0億円（利用料50.0億円、一般10.0億円）
令和３年度補正 8.0億円（一般）
令和４年度当初 40.0億円（利用料）※予定額＜具体的な利用シーンで開発実証を実施＞

建物内や敷地内で自営の５Ｇネットワークとして活用ゼネコンが建設現場で導入
建機遠隔制御

事業主が工場へ導入
スマートファクトリ

農家が農業を高度化する
自動農場管理

自治体等が導入
河川等の監視

センサー、4K/8K

インフラ監視

河川監視

スマート工場

建機遠隔制御

農業
での活用

建設現場
での活用

工場での
活用

スマート農業

防災現場
での活用



５Ｇシステム関連技術の国際協調利用促進事業 【 12】資料

 ５Ｇシステムにおいて、我が国技術は無線設備周辺の一部機器・機能の競争力は高いが、これまで５Ｇシステムは全体を1社
が提供することが前提であったため、フル・パッケージでの提案力のある他国の大規模ベンダーの後塵を拝してきた。

一方、近年、５Ｇベンダーの寡占の懸念から、ネットワーク機器の接続仕様の共通化（Open RAN：O-RAN）やソフトウェアによ
る仮想化（virtual RAN：vRAN）の技術開発により、５Ｇ網を複数のベンダーの機器の組合せで構築するベンダー多様化の取
組が進展。

我が国のO-RAN・vRAN技術を活用する５Ｇ機器・技術の海外における実証実験を実施し、国際的に導入を進めていくことで、
我が国のオープンかつセキュアで、質が高く、多様なニーズに柔軟に対応可能な５Ｇネットワークソリューション技術の国際展
開を図り、我が国技術のデファクトスタンダード化を含む国際標準化や我が国技術・企業の国際的な優位性の確保を実現し
ていく。

【海外におけるニーズ】
• 各国キャリアは、特定のベンダーに依存することによるサプライチェーン・リスクや費用の高止

まりへの懸念が強く、これを解消するベンダー多様化への期待は高い。５Ｇ未導入キャリアだ
けでなく既導入キャリアも未カバーエリアへの展開手段として関心を示している。一方で複数ベ
ンダーによる５Ｇ網の前例がまだ乏しいこともあり、セキュリティ上のリスク等の懸念も見られる。

【R4年度の実施内容】
• チリにおいては、医療分野等におけるローカル５Ｇ実証実験（病院内の基地局の最適配置、高

精細動画映像ビデオ通話や診察支援、超低遅延のＡＩ処理による内視鏡検査等のソリューショ
ンに対応可能な通信基盤に係る検証等）を実施する。

• タイにおいては、工業団地等において、4K 360°カメラやAI技術を組み合わせた遠隔作業支
援・設備点検を実施するローカル５Ｇ網の実証実験を実施する。

【我が国の強み】
• 我が国は世界に先駆けてO-RANやvRANによる５Ｇネットワークが通信キャリアにより構築され

ており、技術的蓄積がある。それに対して現在の海外の主流ベンダーはO-RAN・vRAN対応に
消極的。そのため、O-RAN・vRANの５Ｇシステムを構築する場合、特に無線ユニット部分にお
ける我が国の競争力は高い。

• 無線設備周辺を中心として、国際民間標準団体O-RAN Alliance等における国際規格作成を我
が国がリードしているところ。

オープン化・仮想化を前提とした我が国５Ｇ技術の
グローバルな普及展開を図る

※事業実施年度：令和３年度～



テレワーク普及展開推進事業 【 13】資料

○ ＩＣＴを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方であるテレワークの普及展開・定着を更に推進するため、
「テレワーク月間」等によるテレワークの呼びかけ、先進事例の収集及び表彰、セミナーの開催、専門家による相談対
応、全国的な導入支援体制の整備、コミュニケーションやマネジメントといった課題を解決するため新たな検討を行い、良
質なテレワークの定着に向けて新たな検討を行う。

○ 全国の企業・団体のテレワーク導入のため、テレワークサポート
ネットワークの支援を通じて、総合通信局や自治体主催によるセミ
ナーを開催（R2年度はセミナー及び相談会を434回実施）。

○ テレワークが全国に根付くよう、
「テレワーク月間」等の取組により、
継続したテレワーク推進の呼びか
け、情報提供の強化等を実施。

「テレワーク月間」等による広報

先進企業・団体の事例収集・表彰

○ テレワークを先進的に実施している
企業・団体の事例を収集し、「テレ
ワーク先駆者百選」の選定や「総務
大臣賞」の表彰を実施。 テレワーク先駆者

百選ロゴ

セミナーの開催

中小企業・地域へのテレワーク普及拡大

○ 全国各地の中小企業等へのテレワーク普及促進のため、
各地域における中小企業支援の担い手となる団体の既存
窓口にテレワーク普及の担い手機能を付加し、「テレワー
ク・サポートネットワーク」として、テレワーク普及活動に必要と
なる費用・ノウハウ等を支援。

○ テレワーク導入を検討する企業等に対し、専門家（テレ
ワークマネージャー）が無料でテレワークの導入に関するア
ドバイス（システム、セキュリティ等）を実施。

テレワーク・サポートネットワークの機能イメージ

テレワーク月間ロゴ



テレワークセキュリティガイドラインの改定 【 14】資料

○ 総務省では従来から「テレワークセキュリティガイドライン」を策定し、セキュリティ対策の考え方を示してきた。
→ テレワークを取り巻く環境やセキュリティ動向の変化に対応するため2021年５月に全面的に改定。

○ ガイドラインを補完するものとして、セキュリティの専任担当がいないような中小企業等においても、テレワークを
実施する際に最低限のセキュリティを確実に確保してもらうためのチェックリストについても策定。

公表URL https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/cybersecurity/telework/

テレワークセキュリティガイドライン
（2021年５月 第５版）

 テレワークを業務に活用する際の
セキュリティ上の不安を払拭し、
安心してテレワークを導入・活用
するための指針

 中小企業を含む全企業を対象
 システム管理者のほか経営層や

利用者(勤務者)を幅広く対象

中小企業等担当者向けテレワークセキュリティの手引き(チェックリスト)
（2021年５月 第２版）

【想定読者像】
 システム管理担当者向け
 専任の担当・部門は存在しない
 基本IT用語は聞いたことがあるレベル
 設定作業は検索しながら実施可能

2004年12月初版
2006年４月第２版
2013年３月第３版
2018年４月第４版

【テレワーク環境・セキュリティ動向の変化】
 テレワークは「一部の従業員」が利用するものから、

Web会議を含め、一般的な業務・勤務形態に
 クラウドサービスの普及やスマートフォン等の活用が

進むなど、システム構成や利用形態が多様化
 標的型攻撃等の高度な攻撃が増え、従来型の

セキュリティ対策では十分対応できない状況も発生

【ガイドライン改定の主要なポイント】
 テレワーク方式を再整理し、適した方式を選定するフローチャートや特性比較を掲載
 クラウドやゼロトラスト等のセキュリティ上のトピックについても記載
 経営者・システム管理者・勤務者の立場それぞれにおける役割を明確化
 実施すべきセキュリティ対策の分類や内容を全面的に見直し
 テレワークセキュリティに関連するトラブルについて、具体的事例を含め全面見直し

（事例紹介のほか、セキュリティ上留意すべき点や、採るべき対策についても明示）

2020年９月初版

中小企業等に向け最低限の
セキュリティを確実に確保して
もらうためのものに限定

テレワークセキュリティガイドラインの改定（2021年５月）

ガイドラインに記載の内容について、理解や検討が難しい場合

テレワークで活用される代表的な
ソフトについて、設定解説資料を
作成し、具体的な設定を解説
【設定解説資料の対象】
CiscoWebexMeetings ／ Microsoft
Teams／Zoom／Windows／Mac／
iOS ／ Android ／ LanScope An ／
Exchange Online ／ Gmail ／
Teams_chat ／ LINE ／ OneDrive ／
Googleドライブ／Dropbox／YAMAHA
VPNルータ／ CiscoASA／ Windowsリ
モートデスクトップ接続／Chromeリモート
デスクトップ／Microsoft Defender／ウイ
ルスバスター ビジネスセキュリティサービス

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/cybersecurity/telework/


トラストサービスの推進 【 15】資料

○ トラストサービスとは、インターネット上で本人であることやデータの正当性を証明することにより、送信元のなりすましや改
ざん等を防止するための仕組みのこと。例えば、電子署名、タイムスタンプ、eシール、eデリバリー等がある。

○ 各種トラストサービスの制度整備及びその普及に向けた取組を行うとともに、包括的データ戦略（令和３年６月18日閣議
決定）において示された、トラスト基盤の検討（民間の保存書類の電子化を含む）の動向についてフォローを行い、連携を
図る。

トラスト基盤の検討（民間の保存書類の電子化を含む）
＠デジタル社会推進会議 データ戦略推進ワーキンググループ

サービス
内容

総務省
の取組

政府全体
の取組

② タイムスタンプ
（データの存在証明の仕組み）

令和３年４月１日から国の認
定制度が開始。令和４年４月
から紙の税務書類の電子的
保存に活用開始。

税務書類公文書 契約書

国の認定制度あり

③ eシール
（文書の起源を確認できる仕組み）

技術上・運用上の基準等を

整理した「eシールに係る指

針」を公表済み。利用の拡大

に向けた検討を実施。

④ eデリバリー
（データの送達を保証する仕組み）

我が国での導入に当たって

の法的・技術的課題につい

て調査等を実施。

制度無し

保存eデリバリー

国の制度（電子署名法）あり

Aさん

意思に係る文書

令和３年９月１日のデジタル

庁設置に伴い、電子署名法

は同庁に移管。

① 電子署名
（意思を確認できる仕組み）

請求書

B社

事実・情報に係る文書

技術上・運用上の基準あり

B株式

会社



総務省「デジタル活用支援推進事業」の全体像について 【 16】資料

○ デジタル活用に不安のある高齢者等の解消に向けて、オンラインによる行政手続等に関する説明・相談等の支援を行う
「講習会」を令和３年度から全国の携帯ショップ等で実施。
（講習会の例：マイナンバーカードの申請方法/マイナポータル、e-Tax、オンライン診療の使い方/スマートフォンの基本操作/インターネットの利用
方法など）

○ 令和３～７年度の５年間での実施を想定し、令和４年度以降は携帯ショップがない市町村(750市町村(※))を念頭に、講師
派遣を予定 （※令和３年11月10日集計）。

令和２年度補正：9.3億円 令和３年度補正：3.3億円 令和４年度当初予定額：16.7億円

地域に根差した支援（地方）
令和4年度～

デジタル活用支援推進事業講師の派遣

地域の担い手となる、高度なスキルを有する
デジタル活用支援推進事業の講師を育成し、
携帯ショップがない市町村など津々浦々に講
師を派遣して支援を実施

携帯キャリア等（都市部等）

講習会等を行う拠点を全国に有してお
り、当該拠点で支援を実施する主体
（携帯ショップを想定）

地方公共団体と連携して、公民館等の公共
的な場所で支援を実施する主体（地元ICT
企業、社会福祉協議会等）

令和３年度～
講習会(全国展開型)

令和３年度～
講習会(地域連携型)

令和４年度：3,000か所へ拡大令和３年度：約2,000か所



通信・放送分野における情報バリアフリー促進支援事業 【 17】資料

○ デジタル・ディバイドを解消し、障害者や高齢者を含めた、誰もがＩＣＴによる恩恵を享受できる情報バリアフリー環境を実
現するため、以下の助成を実施。

①デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発

本省 高齢者・障害者の利便の増進に資する通信・放送サービスの充実に向けた、新たなＩＣＴ機器・サービスの研究開発を行
う者に対し、経費の２分の１（最大3000万円）を上限として助成金を交付。

② 情報バリアフリー通信・放送役務提供・開発推進助成金

NICT 国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）を通じ、身体障害者の利便の増進に資する通信・放送役務の提供を
行う者に対し、経費の２分の１を上限として助成金を交付。

モバイル型情報保障サービス（e-ミミ）

聴覚障害者の学びを支援するため、高等学校・大学及び講習会・セミ
ナーへの、遠隔地からのパソコン文字通訳 （要約筆記）による文字情報
の配信提供。

②
イ
ン
タ
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ネ
ッ
ト
を
使
っ
て
、
会
場
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用
者

が
持
っ
て
い
る
ス
マ
ー
ト
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ン
や
タ
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レ
ッ
ト
端
末

に
字
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と
し
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表
示
。

①
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
を
通
し
て
送
ら
れ
た

会
場
内
の
音
声
を
文
字
に
変
換
。

駅構内を想定した視覚障害者の歩行誘導サービスの研究開発

地下鉄の駅構内に設置したQRコードからの情報とメガネ型ウェアラブルデバイ
スから得た情報をスマートフォンで統合し、クラウドサービスを利用しながら、道案
内、駅構内情報、危険回避、更には広告の提示などを実現。

（参考）助成事例

令和４年度要求額 １３０百万円
(令和３年度予算額 １３０百万円)



デジタル活用共生社会推進事業 【 18】資料

○ 年齢、障害の有無、性別、国籍等にかかわらず、誰もがデジタル活用の利便性を享受し、又は担い手となり、多様な価
値観やライフスタイルを持って豊かな人生を送ることができる包摂的な社会（デジタル活用共生社会）を実現すべく、デジ
タル活用を基軸とした情報バリアフリー施策等を推進。

デジタル活用共生社会推進事業（全体像）

令和４年度要求額 １６５百万円
(令和３年度予算額 １０７百万円)

人生100年時代にあって、生産年齢人口が減少していく中、ICT活用による
障害者の社会参加、高齢者の再活躍の場の創出等を図ることが重要。
→Society 5.0時代を支えるIoT、AI等のICTが進展する中、
デジタル活用を基軸とした情報バリアフリー施策等を推進。

 日常生活当の支援
 社会の意識改革
（心のバリアフリー）

 身体・認知機能
の低下への対応

 生きがい、再活躍の
場づくり

高齢者 障害者
事業の方向性

具体的施策

① 情報アクセシビリティの
普及促進

・障害者に配慮したICT機器・
サービスに関する企業による
自己評価の仕組み（VPAT）
の利用促進策（講習会、Web
サイト構築）の推進のほか、
情報アクセシビリティ普及促
進のためのデータベースの構
築や人材育成等に関する取組
を実施。

② 公的機関のWebアクセ
シビリティ対応の推進

・公的機関のWebアクセシビリ
ティ向上に関する手順書（み
んなの公共サイト運用ガイド
ライン）について、その改定
に必要な調査や周知の講習会
を実施、対応状況の評価ツー
ルの提供などアクセシビリ
ティ向上に向けた取組を実施。

③ 視覚障害者等の読書環境
の整備

・「視覚障害者等の読書環境の
整備の推進に関する法律」及
び基本計画に基づき視覚障害
者等の電子書籍の利用拡大に
向けた課題への技術的解決や
流通に係るウェブアクセシビ
リティ確保に向けた取組を実
施。

④ 地域ＩＣＴクラブの普及
促進

・地域でプログラミング等の
ICT活用スキルを学ぶ機会を
提供する「地域ＩＣＴクラ
ブ」について、更なる普及促
進を図る観点から、全国的な
ネットワーク化や好事例の提
供、オンラインの学びの促進
等の取組を実施。
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